回答〆切：平成３０年３月１６日

現職教員特別参加制度に関するアンケート

外務省　国際協力局　事業管理室

独立行政法人国際協力機構（JICA）青年海外協力隊事務局

内閣官房行政改革推進本部事務局が実施した平成29年度秋の年次公開検証（秋のレビュー）において、「ODA（ボランティアの在り方）」とのテーマの下、ボランティア事業が取り上げられ、「本事業開始から50年余りが経過し、我が国を取り巻く国際環境の変化に合わせて、本事業の枠組みの抜本的な再検討を行うべき」、「待遇については、ボランティアとして真に必要で適切な水準の手当となるよう・・・人件費補てんの抜本的見直し等・・・を行うべき」等が指摘されました。

現職教員特別参加制度については、平成30年度春募集については現行の制度を継続するものの、平成31年度春募集からは新たな枠組みとするため、制度の見直しを行ってまいります。

つきましては制度見直しに際して、皆様からのご意見を参考とさせていただきたく、以下の点についてご回答をお願いします。なお、このアンケートの回答は任意です。
	組織名（教育委員会名、法人名、学校名等）
	
	役職※
	
	氏名
	


※管理職級の方の回答をお願い致します。
現職教員特別参加制度に関する質問項目
１．現職教員を青年海外協力隊等として派遣することについて、その意義をどのように位置づけられていますか。該当する項目の□にチェック（）をお願いします（複数選択可）。またその他を選択された場合、その内容を記述ください。
□　国・自治体が実施している国際協力への貢献

□　教員の成長を促す人材育成手段の一つとして位置づけ

□　教育現場で求められている国際化に対応する人材の育成
□　学校の地域社会への貢献を行う上での中核人材の育成

□　教育現場と青年海外協力隊等としての派遣を特に関連づけてはいない

□　その他


２．（現職教員特別参加制度により教員を青年海外協力隊等として派遣した実績がある場合のみ）現職教員特別参加制度の成果・効果等について，自由に記述してください。

３．青年海外協力隊等として派遣中の現職教員の状況をどのように把握されていますか。該当する項目の□にチェック（）をお願いします（複数選択可）。またその他を選択された場合、その内容を記述ください。
□　定期的に本人と連絡をとって活動状況について報告を受けている。

□　独自の報告書を課しており、活動状況を把握している。

□　現籍校に対する定期的な報告を依頼している。

□　JICAから共有される活動報告書を見ている。

□　派遣中は特に関与しないが、帰国時の報告を受けている。

□　特に関与していない。

□　その他

４．青年海外協力隊等の経験は当該教員のキャリアパスに反映されていますか。該当する項目の□にチェック（）をお願いします（複数選択可）。またその他を選択された場合、その内容を記述ください。
□　青年海外協力隊等での経験を加味し、その後の配置（外国籍児童が多い学校への配置等）に反映している。
□　青年海外協力隊等での経験を昇給・昇格等に反映している。
□　研修講師や、地域での協力の一環として青年海外協力隊経験者を活用している。

□　特にキャリアパスには反映していない。

□　その他

５．現在、当該制度の下で派遣される有給現職教員については、8割を上限に人件費を補てんしておりますが、仮にこの補てんが無くなった場合、どのように対応されますか。該当する項目の□にチェック（）をお願いします。またその他を選択された場合、その内容を記述ください。
□　人件費補てんが無い場合でも、現状どおり派遣を継続する（派遣期間中の給与支給を行う）。

□　現状承認している派遣枠を縮小し派遣を継続する（派遣期間中の給与支給を行う）。

□　当該制度による派遣は行わず、教員からの要望があれば、自己啓発休暇を適用し派遣を承認する（派遣期間中の給与支給は行わない）。

□　自己啓発休暇であっても、人員配置上問題が生じるため、限定的に承認する。

□　いずれの方法によっても派遣は困難。

□　その他


６．新たな枠組では、教員の青年海外協力隊等への参加を職務の一環と位置づけることで、必要な経費を支給する制度を検討しています。その場合、所属元である都道府県教育委員会等には、当該教員からの定期的な業務報告の受領、指導・監督等の関与が求められる可能性があります。どのような対応が可能でしょうか。該当する項目の□にチェック（）をお願いします（複数選択可）。
□　定期的にメールやSkype等で連絡をとり状況を把握する。

□　報告書等を提出してもらい、状況を把握する。
□　その他（可能と考えられる対応をお聞かせ下さい。困難な場合は，その理由をお聞かせ下さい。）


以上

本件に関するお問い合わせ先　

独立行政法人国際協力機構（JICA）

青年海外協力隊事務局参加促進・進路支援課　

TEL03-5226-9323
書類ア：国立大学法人・公立大学法人・私立学校・学校設置会社の設置する学校用












































　　　　　　　　　　　　　　

